
  
 

 

学習経済モデルに基づくブロックチェーンを利用した非集中型

学習支援システムの構築 
 

堀真寿美†1 小野成志†1 宮下健輔†2 坂下秀†3 喜多敏博†4 
 

概要：学習経済は，急速な社会変化に順応して行くための新しい学習モデルであり，ブロックチェーンにより学習
者の「学び」を仮想通貨で取引し，市場原理に基づいた，学びの保証と評価を行う学習モデルである．学習経済では

教師や学校ではなく，学習者自身が報酬を得る点が従来の教育制度とは大きく異なる．学習者に対する学びの報酬は，

学習者に主体的に知識を獲得する強い動機付けを提供し，従来の学校では実現することのできなかったスピードで，
知識の獲得と更新が可能となることができる．本稿では，学習モデルとしての学習経済を提案し，そのプロトタイプ

による実証実験の結果を報告する．  
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Abstract: The learning economy is a new learning model that trades the learner's "learning" with virtual currency using 

blockchain guaranteeing and evaluating the learning based on market principles. In the learning economy, neither the teacher nor 
the school receives the reward; only the learner itself, which is a substantial difference from the existing education system. This 
new system enabling to receive compensation in virtual currency for learning can provide a strong motivation to learners to gain 
knowledge proactively as well as to acquire and update knowledge at a speed that could not be achieved in traditional schools. This 
paper proposes a learning economy as a learning model and reports the results of demonstration experiments using the prototype 
of the learning economy model. 
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1. はじめに 

1.1 中央集権型教育の限界 
今日のフォーマルな学校教育では，学校が中心となり，

一人の教師が多くの学生を教えるという意味において，集

中型（centralized）教育を行っていると言える．この集中型

教育は，情報を効率的に伝達する優れた手段であるものの，

本来の効果を発揮するためには条件が二つ必要である．第

一に伝達すべき情報が普遍的で変わることのない真理であ

ること，第二に，学習者は概ね同じ努力で，その内容を理

解できることである． 
ところが，急速に変化を遂げて行く今日においては，多

くの知識は時間とともに急速に陳腐化してしまい，普遍的

な真理だけでは，社会が求めている様々な要求に対応でき

ない．また，学習者が急速な社会変化に順応して行くため

には，人それぞれに異なった努力と時間をかける必要があ

る．ここに集中型の教育の限界が発生する． 
イリイチ[1]は，人々の知識の大部分は，教師から得られ
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たものではなく，学校の外で得られたものであるとして，

このような従来の学校の仕組みを批判している．そして，

複雑化する現代社会に対応するために，インフォーマルな

教育は生涯続くとし，学校に代わる Learning Web という非

集中型（decentralized）の教育を提案している．知識社会が

急速に進展している現代において，イリイチのいうような

非集中型の教育が実現されれば，社会基盤として大きな価

値を持つ．しかし，同時に．このような非集中型教育には

3 つの課題がある． 
1.2 非集中型教育の課題 
非集中型教育の第一の課題は，教育の質を保証する方法

が従来の仕組みの中には見出せないと言うことにある．例

えば，従来の学校に対する第三者機関のレビューという質

保証の仕組みは，学校という集中型管理システムに対する

仕組みである．非集中型管理の教育においては，学校に対

する質保証と同じ手法を適用することはできない． 
第二の課題は，学びの成果の評価方法である．従来の学

校では，学習者が知識をどの程度修得できたかについて基
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準を設け，試験などにより学習者の能力を測定してきた．

しかし，非集中型管理の教育における多様な学びに対し，

基準を設けることは難しく，同じ手法を用いる適用するこ

とはできない． 
第三の課題は，学習者に対して動機付けを与え続ける

手段である．現在の学校制度では，学習者の学びに対する

インセンティブは，次の段階の学校に進めること，そして

その最後の段階で就職できるなどであった．非集中型管理

システムにおいては．学びに明確な段階があるわけでもな

く，卒業という概念があるわけでもない．この点において

も，従来の学校と同じような手法をとることができない． 
1.3 学習経済 
これらの課題に対応するため，インフォーマルな教育の

新しい仕組みとして，本稿では，ブロックチェーンを利用

した学習経済モデルを提案する．学習経済モデルは，人々

の日常的な営みから生まれた「学び」の成果を，学習者同

士が取り引きすることで，学習者自身が報酬として仮想通

貨を獲得する仕組みである．学習経済で，報酬を獲得でき

るのは教師や学校ではなく，学習者自身である．仮想通貨

による学びに対する報酬は，学習者に主体的に知識を獲得

する強い動機付けを提供することができ，従来の学校では

実現することのできなかったスピードで，知識の獲得と更

新が可能となることができる． 
学習経済という用語は，1994 年に Lundvall ら[2]が，政府

が人々の学習に積極的に関わることによって，国家として

のイノベーション能力を高める戦略として，提唱したもの

が知られている．本稿で提案する学習経済モデルは，この

学習経済の考え方をさらに拡張したものである． 
我々は，この学習経済モデルを実現する学習支援システ

ムの実証実験システムを開発し，若干の実証実験を実施し

た． 
以下では，2 で非集中型教育を含むいくつかの先行研究

を紹介し，3 で学習経済モデルを提案する．4 から 5 では，

学習経済モデルに基づく実証実験のためのフレームワーク

と実験結果を報告し，6 で実験結果の考察を行う．７では，

今後の研究の展望を示す． 

2. 先行研究 

2.1 cMOOC 
後に MOOC（Massive Open Online Courses）のブームにつ

ながったCCK08(The Connectivism and Connective Knowledge 
course 2008)は，Web と SNS を利用した学習の試みである．

CCK08 は，口コミで評判が広がり 2,000 人を超える学習者

が集まった．CCK08 を主催した Downes らは，後の 2012 年

にブームとなった MOOCs と区別し，この試みを cMOOC
と呼んでいる． 

CCK08 に参加する学習者は，自らの疑問や目的に応じて，

Web上の資料やビデオを検索し，そして，SNSを利用して，

学習者間の情報共有や教員への質問を行い，学習を進める

[3]．ここでの教師の役割は，カリキュラムを決定したり知

識を提供したりするのではなく学習者への助言である．そ

れまでのオンライン教育は，学習管理システム等を使って

一方向的に知識を提供してきた．これとは異なる CCK08 の

試みは，非集中型の教育の一つと言える． 
CCK08 に対して，最初の課題となったものが，教育の質

保証である．この課題に対しては，後に MOOQ による品質

基準フレームワーク（Quality Reference Framework：QRF) [4]．
が，作成されるなどの活動が，その回答となっている．た

だし，MOOQ のアプローチは，QRF によるコンテンツの評

価システムであり，学習者自身の成果を測定するものでは

ない．その点では従来の学校に対する評価システムの延長

にある． 
2.2 xMOOC 

cMOOC の活動に触発されて，2012 年にスタンフォード

大学では，CouseraTM や UdactiyTM のような営利目的の

MOOC が誕生し，同じ時期にハーバード大学と MIT によ

る edXTM のような MOOC が誕生して，MOOC ブームが生

まれた．このような MOOC の活動は，cMOOC と区別して

xMOOC と呼ばれることがある． 
xMOOC の質の保証は，世界の有数の大学だけが開講でき

るという仕組みにより，既存の大学の質保証に依存するこ

とで実現している．xMOOC は，質保証の仕組みに限らず，

集中型教育の仕組みの延長上にある． 
2.3 教育の質保証のためのブロックチェーン利用 

ブロックチェーンを利用して，非集中型の教育を実現す

る試みもいくつか行われている．教育分野においてブロッ

クチェーン技術を最も早くから採用しているアプリケーシ

ョンが，学習者の学びの成果の証明書の発行である．これ

は，ブロックチェーンの真正性，耐改竄性，永続性を利用

して，偽造，改ざん，消失といったそれまでのデジタル証

明書の欠点を解決しようとするアイデアである．ブロック

チェーンの推進者達は，これによりにより，認可された教

育機関以外の機関や個人でさえも信憑性が高く検証可能で

永遠に保持することができる証明書を発行することができ

ると主張している． 
しかし，ブロックチェーンに記録された証明書は，本来，

登録されるべき証明書の信頼性に依存しており，現在は証

明書を発行する学校などの機関の信頼に基づいている．従

って，ブロックチェーンを利用して証明書を発行する仕組

だけでは，非集中型の教育を実現することはできない． 
2.4 ブロックチェーンを利用した教育の直接取引 

ブロックチェーンを利用して，学校という仕組みを直接

変えようという試みも存在する．WoolfTM や ODEMTM は，

組織を介さず，教師と学習者が直接向き合う教育を提案し

ている[5]．これらの提案は，UberTM や AirbnbTM のサービス

と同様に，学校組織という仲介者の存在をなくすことで，
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低価格で学習者に最も有利な教育を提供することが可能で

ある[6]． 
これらの仕組みで，WoolfTM は，エリート大学の教員であ

ることで質保証を担保し，教員個人が修了証明書を発行し

ている．ODEMTM は，学校が承認する修了証明書を発行し，

加えて学校の単位として認めるようにすることで，教育の

質を担保している．つまり，どちらの事例においても，教

育の質保証の仕組みは，結局，伝統的な学校の権威を利用

していることになる． 
2.5 非集中型教育における質保証の壁 
ブロックチェーンの仮想通貨の一つである，イーサリア

ムの開発を手がける CnosensysTM 社は，非集中型教育の実

現を目指して，FATHOMTM というプロジェクトを立ち上げ

ている．FATHOMTM が最初に目指したものも，教育の質保

証のための，証明書発行の仕組みであった． 
現在プロジェクトは進行中であるため，その詳細は明ら

かではないが，非集中型教育における質保証の仕組みの提

供は，集中型教育からの脱却を目指すときに，大きな課題

となっていることがみてとれる． 
2.6 学びの成果の評価 

学びの成果を評価し，学習者と企業の雇用のマッチング

行うのが，TutellusTM，BitDegreeTM である．いずれも，受講

料を仮想通貨で支払いオンラインコースを学習し，その成

績や完了証明書がブロックチェーンに記録される仕組を持

っている．さらに，企業が推奨するオンラインコースの受

講については，奨学金として仮想通貨を獲得できる，ある

いは成績に応じて仮想通貨を獲得できるといった，学びに

対するインセンティブを学習者に提供する仕組みも提案し

ている．また，奨学金を提供した企業は，ブロックチェー

ンに記録された成績やコース完了書を見て，必要な人材に

アプローチすることができる． 
この方法は，人材の掘り起こしに有効であるとして，多

くの企業からの支持を受けている．ただし，学習者の学び

は，通常のオンライン教育と同様に試験や課題提出で評価

される．従って，次の二つの理由により，限られた範囲で

の学びの提供に留まる可能性がある． 
第一に，テストの成績など従来の評価手法に基づく指標

によって学習者を評価しているため，多様で目まぐるしく

変化する現代社会おける評価指標として限界があり，社会

や企業が期待する学習成果を正確に反映した評価に結びつ

かない．第二に，雇用や仕事と直結しない，また実践性を

伴わない，教養，自然科学，社会科学，萌芽的分野などに

は対応できない． 

3. 学習経済モデルのアーキテクチャ 

3.1 学習経済モデル 
学習経済は，学校や教師が提供する教育，すなわち「教

え」の質ではなく，学習者自身の「学び」の成果を評価す

る．そのため，「学び」の定義を，学校で提供される，体系

化された知識やスキルを習得することから拡張し，人々の

日常の生活や職場での活動そのものを含むものとしている． 
学習経済の概念図を図 1 に示す． 

 
図 1 学習経済の概念図 

よく知られている市場経済原理に基づく経済循環は，

「家計」，「企業」，「生産要素市場」，「財・サービス市場」

の 4 人のプレーヤーが存在する．学習経済では，このうち

「家計」と「企業」をそれぞれ，Learner（学習者）と Fabricant
（製造者）に置き換え，「学び」の取引を実現する． 

まず，Learner は，学習経済の定義による「学びのログ」

を生産要素市場で販売する．ここで学びのログとは，日常

生活での「学び」のプロセスにより生起，変化した人々の

状態を切り取ったデータである．次に，Fabricant は Learner
の学びのログを，素材として買い取り，加工し付加価値を

つけて製品あるいはサービスとして，財・サービス市場で

Learner に販売する．ここで Fabricant は必ずしも人間であ

る必要はない．Learner は，Fabricant の製品を購入し，それ

を利用することで得られた学びのログを再び生産要素市場

に提供する．これにより，学習経済に学びの循環が形成さ

れる． 
市場経済の原理では，循環する市場において市場が十分

に大きければ，商品の価値が不断に評価されて，商品に対

して妥当な価格が形成され，そして質の低い商品は淘汰さ

れる．学習経済においても，同様に，学習者の学びのログ

の価値が，市場経済の中で不断に評価されて妥当な価格が

形成される．また，低品質，あるいは虚偽の情報が含まれ

るデータ・製品は排除される． 

4. 実証実験システムの実装 

4.1 実証実験システムの概要 
多くの人々は，日常生活の気づきや自らの考えを SNS に

投稿している．そういった SNS の記事には，人々の学びの

成果が含まれていると仮定し，学習経済モデルの実証実験

システムは，SNS に投稿された記事を学びのログとし，次

のプロセスを想定して構築した． 
ここで，学習経済における Learner の役割を演じるプレー

ヤーとしてアリスとキャロルを登場させ，Fabricant の役割

を演じるプレーヤとしてボブとデイヴというプレーヤーを

登場させる（図 2）．①ベテランの農家であるアリスは，
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Learner として野菜栽培に関する情報を SNS に投稿する．

投稿した記事は生産要素市場で販売される．②農業指導員

であるボブは，Fabricant としてアリスの投稿記事を含めた

複数の記事を購入し，再利用してベテランの農家に共通す

る手技を見つけ，製品として野菜栽培マニュアルを作成し，

財・サービス市場で販売する．③初心者の農家であるキャ

ロルは Learner としてボブのマニュアルを購入し野菜を栽

培する．そして，そこでの疑問点を SNS に投稿する．投稿

記事は生産要素市場で販売される．④ボブは，再び Fabricant
としてキャロルのブログを購入し，マニュアルを改訂し，

再び財・サービス市場で販売する．⑤さらに，ボブのマニ

ュアルは生産要素市場を通して，研究者のデイブにも販売

される．デイブは，第二の Fabricant としてボブのマニュア

ルを引用して，製品として研究論文を作成し，財・サービ

ス市場で販売する． 

 

図 2 実証実験システムのプロセス 

4.2 コンテンツカプセル 
実証実験システムで，SNS の記事を再利用したマニュア

ルや研究論文などの製品を作成するプロセスは，我々の開

発したコンテンツカプセル技術を用いる[7]． 

 
図 3 コンテンツカプセル技術 

コンテンツカプセルは，インターネット上のリソース利

用した多様な学習コンテンツの制作と提供することを目的

に，我々が従来から研究開発を進めてきた技術である． 
コンテンツカプセルは，インターネットで公開されてい

るビデオ，クイズ，ライブ機能など，様々なリソースやツ

ールを電子書籍にカプセル化し，学習コンテンツとして提

供する． 
コンテンツカプセル技術では，電子書籍の標準的なフォ

ーマットとして広く普及している EPUB3 に準拠したファ

イル形式でコンテンツを出力する．ここで出力される

EPUB3 は，一般的な電子書籍と同様に，電子書籍ストアで

の配信，電子書籍リーダーでの閲覧が可能であり，加えて，

電子書籍リーダーを利用せず，電子書籍を通常の Web ブラ

ウザに表示する独自の機能が実装されている．図 3 はコン

テンツカプセル技術で作成される EPUB3 フォーマット内

の構造である．コンテンツカプセル技術で作成された，

EPUB3 のコンテンツの内部には，リソースの実態はなく，

メタデータ部とエンジン部のみで構成されている． 
メタデータ部は，インターネット上のリソースを一意に

特定するメタデータと，それらリソースを構造化もしくは

体系化して表示する，構造を定義するメタデータが格納さ

れている．このメタデータをそれぞれ，MR（Metadata of 
resources），MRC(Metadata of resources configuration)と呼ぶ． 

エンジン部には INPUT メソッドと OUTPUT メソッドが

実装されている． 
INPUT メソッドは，インターネット上のリソースをメタ

データ部の MR と MRC に変換する機能を提供する．

OUTPUT メソッドは，メタデータ部を解釈して Web ブラ

ウザに表示する機能を提供する． 
4.3 ブロックチェーンによるコンテンツカプセルの取引 

実証実験システムでは，次の 3 つのエージェントを開発

し，TX-1〜3 の 3 種類のトランザクションを実装した． 
• Input エージェント：TX-1 の実行 
Learner が，SNS に“@clip #タイトル”の文字列を含めた記

事を投稿すると，クローリングし，投稿記事の内容からメ

タデータを抽出し MR としてブロックチェーンに記録する

機能を提供する． 
• Generate エージェント：TX-2 の記録 
Fabricant が，再利用しコンテンツに組み込みたい記事を選

択すると，その構成情報を MRC としてブロックチェーン

に記録する機能を提供する． 
• Input エージェント：TX-3 の記録 
Learner が，購入したい電子書籍を選択すると，それに相当

する MRC から電子書籍を出力する機能を提供する． 
4.4 仮想通貨による取引 

ブロックチェーンでは，トランザクションを記録する際，

プログラムを自動執行するコントラクトを利用することが

できる．実証実験システムでは，CHL を単位とするチロコ

インという独自コインを発行し，TX-1，2，3 それぞれが実

行される際，次のコントラクトが自動執行されるように実

装し，仮想通貨により記事とコンテンツの取引を実現した． 
TX-1 • 投稿記事がブロックチェーンに記録される

と，投稿記事を所有する Learner に 100CHL
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付与する． 

TX-2 • Fabricant の仮想通貨台帳から，再利用する投

稿記事の著者の仮想通貨台帳に，200CHL を

移転する． 
TX-3 • コンテンツ購入希望者の仮想通貨台帳から，

Fabricant の仮想通貨台帳に，Fabricant が希望

するチロコイン額を移転する． 
• Fabricant の仮想通貨台帳から，購入希望者か

ら移転されたチロコインの 50％を再利用し

た，MR 所有者に分配する． 
4.1 実装 

実装にあたって，SNS は，オープンソースで提供されて

おり，カスタマイズも可能な MastodonTM を利用した．

Mastodon は Twitter と同様のユーザインターフェースをも

つミニブログサービスである．ブロックチェーンのプラッ

トフォームは，HyperledgerFabricTM を利用した．Hyperledger 
Fabric は，The Linux FoundationTM が主催する Hyperledger プ
ロジェクトの 1 つである． 

Web サーバーにはセキュアゲートウェイを実装し，SNS
へのアクセス，ブロックチェーンへのアクセスはセキュア

ゲートウェイを介すこととした．このことにより，ブロッ

クチェーンへのアクセスはセキュアゲートウェイを経由す

ることとなり，ブロックチェーンが外部にさらされないよ

うにした．また，MR，MRC，及びユーザの仮想通貨台帳は

ワールドステートに記録した．ワールドステートは，

Hyperledger Fabric がもつキー・バリュー型のデータ領域で，

データを上書きすることで現在の状態を比較的簡単に取得

することができる（図 4）． 

 
図 4 システム構成図 

実証実験システムでは，Learner は SNS の記事にはテキ

ストだけではなく，画像や動画も埋め込んで投稿すること

ができる．図 5 に示すように，“@clip #タイトル”という

文字列を含めると，Input エージェントのクローリングによ

り，ブロックチェーンに記録され，その結果がメッセージ

として戻ってくる． 

Fabricant は，Web ページから投稿記事を選択して，コン

テンツを作成する．作成されるコンテンツの形式はコンテ

ンツカプセル技術による EPUB3 である（図 6）． 
 

 
図 5 Learner の SNS への投稿 

 
図 6 Fabricant のコンテンツ制作 

5. 実証実験の結果 

筆者らの職場において，スタッフを対象に，実証実験を

実施した．スタッフは技術職員及び事務職員であり，e ラ

ーニングシステムの開発，運用，保守に携わっている．ス

タッフには実証実験であることは告げず，実証実験システ

ムの使用方法だけを説明し，投稿内容の対象領域は特に指

定せず，業務で使えそうであれば使うように伝えた．また，

Learner と Fabricant の役割分担は行わず，参加者は SNS へ

の記事の投稿，電子書籍の制作ともに自由に行える事とし

た．仮想通貨は現実の通貨と交換できないため，参加者に

とっては単なるポイントであり，ポイントを獲得した参加

者には特に特典を提供することはしなかった． 
実証実験期間は， 2018 年 10 月から 1 月の約 3 ヶ月であ

る．以下に，実証実験結果の詳細を報告する． 
5.1 参加者の活動状況 
スタッフのうち，実証実験に参加した者は 12 名，ブロッ

クチェーンに記録された投稿記事は 344 件，作成された電

子書籍は 20 冊であった． 
図 7 は参加者の活動に関するローレンツ曲線である．参
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加者毎の記事の投稿数，電子書籍の作成数，電子書籍の購

入を数の少ないものから順に並べ，横軸にその累積相対人

数を，縦軸にそれぞれの累積相対数をとっている．ローレ

ンツ曲線は経済学において所得分配の不均衡を見る時に利

用されていおり，図 7 ではカーブが下に膨らむほど活動が

特定の参加者に集中していることを示している．例えば，

電子書籍の作成は，上位 1 割の参加者が 8 割の電子書籍を

作成している．その集中度を数字で表したジニ係数は記事

の投稿で 0.60，電子書籍作成で 0.71，電子書籍購入 0.44 と

なった．ジニ係数は，完全に平等である場合には 0，完全

に不平等である場合には 1 となるため，電子書籍の購入が

最も偏りのない活動であり，電子書籍作成が偏りのある活

動であったと言うことになる． 
インターネットにおけるユーザーの活動の偏りをジニ

係数により測定した研究はいくつか報告されている．その

うち，北山ら8]は，組織内のメーリングリスト活用状況の

ジニ係数の平均を 0.69（標準偏差 0.010）と報告しており，

記事の投稿，電子書籍購入 0.44 はそれを下回っている． 

 
図 7 参加者の活動に関するローレンツ曲線 

5.2 記事の投稿内容 
参加者が記事に付与したハッシュタグの上位 10 件を表

１に示す．「#改善要望」が最も多く，ついで「#チロナレッ

ジ」，「#改善案」となった．チロナレッジとは，実証実験シ

ステムの呼称である．また，「#シンポ課題と対策」，「#課内

の物品など」などのハッシュタグも付与されており，スタ

ッフが掲示板代わりに,業務の話題を投稿していたようで

ある． 

表 1 記事に付与されたハッシュタグの上位 10 件 

ハッシュタグ 個数 

#改善要望  49 
#チロナレッジ  48 
#改善案  45 
#UI  16 
#Blockchain_edu  12 

#チロナレッジマニュアル  11 
#デザイン  11 
#シンポ課題と対策  9 
#課内の物品  7 
#バグ  6 
タグなし 46 
図 8 は，ハッシュタグをノードで表し，投稿記事に同時

に付与されたハッシュタグのノードをエッジでつなげた，

ハッシュタグの共起グラフである．共起グラフから，表 1
のハッシュタグの関連と，チロナレッジの改善案，要望，

バグが職場で話題になっており，またパソコン設定やサー

バー保守などの業務が行われていることが見えてくる．

 
図 8 ハッシュタグの共起グラフ 

5.3 作成された電子書籍とその取引状況 
図 9 は，作成された電子書籍と，電子書籍に利用された

投稿記事をエッジでつないだグラフである． 

 
MRC 書籍タイトル MRC 書籍タイトル 
01 シンポ課題と対策 2018 11 TIESシンポジウムの準備 
02 TIESの業務プロセスⅠ 12 チロナレッジマニュアル 
03 TIESの業務プロセスⅡ 13 左官作業 
04 マイクについて 14 ナレッジのやりとり 
05 お買い得版業務プロセス 15 test_book_20181116_1 
06 チロナレッジ改善計画 16 牧村 in 
07 まとめ 17 要望対応記録 
08 ブロックチェーンを利用した教育 18 ニュー左官 
09 チロ改善計画 19 チロコイン発効ルール 
10 秘本チロナレッジの極意 20 ブロックチェーンと教育 

図 9 投稿記事と電子書籍の関係グラフ 

A

B

C
D
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電子書籍を表すノードには，M01 から M20 の番号が振

っている．また，投稿記事を表すノードにはキャプション

がない．さらに，ノードの色はエッジの密度が高いノード

の集まりでクラスタリングした結果である．これにより，

同じ投稿記事を利用した類似した電子書籍をクラスタリン

グすることができる．例えば，クラスターC の中にある，

M06,M09,M017 は，類似した電子書籍であることがわかる． 
図 10 は，電子書籍の売上げで，図 9 で示したクラスター

毎に分けて表示している．各クラスターに，一つだけよく

売れた電子書籍がある．このことから，参加者は類似した

電子書籍があっても，その中から選択的に電子書籍を選ん

で購入しており，その違いが電子書籍の売上げで指標化さ

れている．  
 

 
図 10 クラスター毎の電子書籍の売上げ 

5.4 参加者の仮想通貨保有額 
図 11 は，参加者の記事の投稿数と仮想通貨の保有額であ

る．実証実験システムでは，コントラクトにより，記事の

投稿したときと電子書籍に記事が採用されたときに，仮想

通貨を得られる．従って，記事を投稿すればするほど仮想

通貨を獲得することができ，記事の投稿数と参加者の仮想

通貨の保有額は正の相関（R2=0.88）を持つ． 
図 12 は，参加者が購入した電子書籍の数と参加者の仮

想通貨の保有額であり，弱い正の相関（R2=0.44）が見られ

る． 
 

 

図 11 記事の投稿数と獲得した仮想通貨 

 
図 12 電子書籍の購入数と所有している仮想通貨 

6. 考察 

実証実験は，参加者が少数であり，また同じ職場で対面

による意思疎通できるもの同士であったことなど，限定的

であった．しかし，参加者の気づきや考えを取り出し，職

場で関心を集めている事柄を把握できるといった，SNS 由

来の特性に加え，仮想通貨の取引を導入することにより，

学習経済が期待通りに動作することが確認できた．また，

参加者のインタビューから，現在の実証実験システムにつ

いては，参加者インターフェースとコンテンツ制作に関す

る課題が明らかになった． 
6.1 教育の質の保証 

参加者は，類似の電子書籍がある場合，特定の電子書籍

だけを好んで購入し，その結果，特定の電子書籍の売上げ

だけが上がる傾向をしめした．これは，市場経済における

参加者による商品価値の評価の傾向を示していると考えら

れ，教育の質を確保できる可能性がある． 
一方で，本実証実験においては，SNSの投稿記事により，

職場のノウハウや意見をまとめた電子書籍を作ることはで

きたが，それは知識と呼べるものまでには至らなかった．

これは，参加人数が少なかったことと実験期間が短かった

ことに事による可能性もあるが，SNS のショートメッセー

ジの，学習コンテンツとしての質的な限界である可能性が

ある． 
さらに，実証実験は，顔見知りのスタッフを対象とした

ため，そのような問題は発生しなかったが，一般的に，SNS
の投稿にはフェイクと言われる投稿も混じる可能性が高い．

このフェイクと呼ばれる情報を，未修の学習者が見分け，

購入の可否を判断できるのかが今後の課題である． 
6.2 学びの成果の評価 

本実証実験においては，記事を多く投稿する，あるいは

電子書籍を多く購入する参加者の仮想通貨の保有量が多い

傾向にあった．つまり，「学びの成果」の評価にまでは至ら

ないが，学びに対する積極性を仮想通貨により図ることが

できることを確認できた．今後，学習者がどのような知識

をどの程度修得できたかについて，検証する必要がある．  
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6.3 インセンティブ 
一般的にインターネットにおいて閲覧するだけの参加

者が，なんらかの発信をする参加者にくらべ大多数を占め

ると言われている[9]．今回の実証実験では母集団が少ない

ものの，そのような偏りが比較的少ない傾向にあった．ま

た，参加者のインタビューでは，他の参加者の仮想通貨の

保有量が気になった．仮想通貨を獲得できると嬉しかった，

といった回答があった．つまり，仮想通貨を獲得できると

いう，ゲーム的な要素が参加者に，学びに対するインセン

ティブを与えることができる可能性があると考えられる． 
6.4 展望 

参加者のインタビューでは，何をしたらどれくらい仮想

通貨が獲得できるのか，自分は他の参加者と比べてどれく

らい仮想通貨を持っているのかなど，仮想通貨の獲得に関

してより明示的にして欲しいと言った意見があった．また，

目的の記事を探し出し，電子書籍を制作するのには，非常

に手間がかかったという意見もあった．さらに，先にも触

れたように，SNS の記事だけでは学習コンテンツとしての

質的な限界があるという課題も見えてきた．今後，次の 3
点を中心に研究を進めていく予定である． 

1. ユーザーインターフェースを改善し，ゲーム的要素を

取り入れる． 
2. 学習成果の対象範囲を，SNS だけではなく学習者が

Web に投稿したブログや動画などに拡大し，学習者の

より多様な活動を学習成果として評価するとともに，

質の高い学習コンテンツとして流通できるようにす

る． 
3. 学習コンテンツの制作を効率的に行うための，学習成

果へのメタデータの付与，検索機能の強化，ある程度

の自動制作を検討する． 
とくに，学習コンテンツの自動作成は，ブロックチェー

ンを利用したインテリジェントカリキュラムの生成に発展

することが考えられる． 

7. 終わりに 

本稿では，ブロックチェーンの教育分野への応用モデル

として，仮想通貨により学びを取引する学習経済を提案し，

それを実現するプラットフォームの実証実験を報告した．

実証実験は，学習経済モデルを実現する最低限の機能をも

つ素朴なプロトタイプに基づいて実施された． 
2018 年はブロックチェーンのバブルを迎えたと言って

よい．金融はもとより，物流，エネルギー，著作権管理な

ど様々な分野での応用が提案され，概念実証（POC）が行

われた．教育の分野においても，同様に成績証明書管理，

教師と学習者による教育の直接取引など提案が相次いだ．

しかし，物流，金融，コンテンツ流通などいずれの分野に

おいても，ビットコインをしのぐユースケースは極めてす

くないとの報告もされている[10]． 

一方で，教育分野におけるブロックチェーン技術の応用

提案を含め，ブロックチェーンの提案の多くは，有効なユ

ースケースが見つからないまま，ブロックチェーンのバブ

ルは終わったかのように思える． 
学習者が報酬を受け取るというアイデアは，”Learning is 

earning”というキーワードで，既に提案されている[11]．こ

れは，従来の学校制度では対応しきれない急速な社会の変

化に即応する知識の獲得，現代の社会ニーズに対応する多

様な知識の獲得に対応するアプローチとして，注目を集め

ているアプローチではあるが，具体的な実装には至ってい

ない．学習経済は，このアイデアを具体化する，価値を生

む主体を教育提供側とせず，対価を支払う対象を学校や教

師から学習者にかえる，実装モデルである． 
このような全く新しい概念に基づく学習アプローチの

可能性を検討するためにも，早期に学習経済のプラットフ

ォームを立ち上げさせ，新たなサービスを開始する予定で

ある． 
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